
（例）■年収500万円の世帯における実際の減税額

①税額控除　（寄付金額－2,000円）×４０％

②所得控除　（寄付金額－2,000円）×１０％

１万円の寄付

３，２００円 １９，２００円 ３９，２００円

９，８００円

税額控除のほうがお得で所得控除を選択する必要などないのでは︖とお考えの方もいらっしゃるかもしれません。
実は “高額所得者が、ある程度の額以上を寄付したとき”に所得控除を選んだほうが減税額が大きくなる場合があるのです。
詳しくはお住まいの地域の条例を確認してください。

４，８００円 ８００円

５万円の寄付 １０万円の寄付

個人が寄附する場合の控除

これまで所得控除として扱われていた寄付による控除が「税額控除」「所得控除」
どちらに適用するかを寄付者様（＝納税者）が選択できるようになりました。
①税額控除（寄附金特別控除）　
税額控除額 は「その年の所得税額の２５％」を限度額とする。
②所得控除（寄附金控除）
年間の寄付金額 は「同年の総所得金額等の４０％」を限度額とする。

個人が寄付する場合

◆一般寄附金の損金参入限度額　（資本金等 × 0.25％  ＋  所得金額 × 2.5  ％）× 1/4

◆特別損金参入限度額　　　　　（資本金等 × 0.375％ ＋ 所得金額 × 6.25％）× 1/2

法人が寄附する場合の損金算入限度額

社会福祉法人への寄附金は、特定公益増進法人に対する寄附金と合わせ、一
般寄附金の損金算入限度額とは別に「特別損金算入限度額」の範囲内で損金
に算入できます。税制改正により損金算入限度額が拡大しました。
※２０１２年４月１日以降開始の事業年度から適用。

法人が寄付する場合

社会福祉法人に対する寄附金合計額が特別損金算入限度額を超える場合には、その超える部分は一般寄附金
に含めて、一般寄附金の損金算入限度額の範囲内で損金算入が認められます。

≪ 住民税控除について ≫

個人住民税の寄附金税制が拡充され、一部の都道府県・市区町村では、条例の指定により、法人に寄附をした個人は、
確定申告によって、所得税控除に加えて個人住民税の控除も受けられるようになりました。
条例での指定状況については、お住いの都道府県税事務所・各市町村の微税窓口にお問い合わせください。

≪ 控除を受けるための手続き ≫

領収書に記載の寄附金受領日を含む事業年度の確定申告の際に、申告書にその金額を記載し、寄附金の明細書を添付する領収書に記載の寄附金受領日を含む事業年度の確定申告の際に、申告書にその金額を記載し、寄附金の明細書を添付する
とともに、当法人の発行した「領収書」を保管してください。

≪ 領収書の発行について ≫

領収書は、いただいた「寄附金」に対して、その都度お送りいたします。
なお、領収書の再発行はできませんので、申告時までに大切に保管してください。
領収書の宛名は、原則としてご寄付の際にお知らせいただいたお名前になります。連名の領収書は確定申告には使えませ
ん。宛名の訂正が必要な場合はお知らせください。　

社会福祉法人 幼年保護会 横浜中里学園　〒227-0047 横浜市青葉区みたけ台26-53　TEL 045-511-7650

寄付金控除のご案内


